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１ はじめに 

本市においては、田川再生のための４本の柱を掲げ、「すべての市民が誇れるまち田川」

の実現に向け、第５次総合計画後期基本計画に基づくまちづくりが進められています。し

かし、目標達成に資する事業を行う上で将来的な財源不足の懸念があり、歳出面を中心と

した改革が必要不可欠との認識のもと、次の３点について諮問を受けました。 

 

１点目 本市の歳出面についての問題点、課題について 

２点目 問題点、課題を踏まえ、本市が取り組むべき事項について 

３点目 上記を踏まえた田川市第６次行政改革大綱について 

 

わたくしたちは、これまでの歳出、財政の状況や行政改革に係る取組状況を踏まえた真

摯な議論を集中的に行いました。そしてここに、本市が将来にわたり、人口減少時代の中

でも健全で持続的な自治体経営を行っていくために必要となる第６次行政改革大綱のある

べき姿を示したものとして、本答申書を提出します。 

答申にあたり、以下の３点を重視しています。 

 

⑴ 今後１０年間を見据えて、改革の方向性を明確に示すこと。 

⑵ すぐに必ず取り組むべき改革項目を選択すること。 

⑶ 短期的又は中期的に財政的効果を生むものに絞ること。 

 

行政の「あるべき姿」とは、我々の子や孫の世代がこの地で生まれ、周囲に温かく見守

られながら生きがいを持って自立的な生活を送り、人生の終わりを迎える場所として選べ

るような環境を作り続けることであり、「今だけ、自分たちだけよければそれでいい。」

と考えることは許されません。少なくとも３０年後の田川市のあり方を意識しながら、自

治体経営やまちづくりを行わなければなりません。 

このような認識のもと、まずは今後１０年間を見据えたまちづくりや財政状況のあり方

を踏まえた改革の方向性について、行政として自発的かつ明確に示した上で、成果目標と

目標達成年次を定め、すぐに必ず取り組むべき、短期的又は中期的な財政的効果を生む項

目を選択して実施すべきであると考えます。 

  本答申は、１０年先を見据えた内容としています。しかし、これは大綱の取組期間を制

限するものではありません。市長のリーダーシップのもと、最適な取組期間を設定し、短

期的取組を繰り返す方式、短期及び中期の取組を組み合わせる方式など工夫を凝らした行

財政改革の推進を求めます。 

また、場合によっては利害関係者との軋轢を発生させることになる、こういった改革を
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着実に推進するためには、前述の「あるべき姿」を見える化して市役所全体で共有し、職

員の「やらされ感」を払拭することが大切です。 

こうした考えから、今回の答申では、改革のための個別の内容や具体的な実施時期につ

いて、細かく限定することを避けています。これは、本答申に基づく議論が行政内で重ね

られ、課題解決の必要性を多くの職員が深く理解した上で、自発的な計画策定と実践がな

されることを期待するからです。 

今後は、速やかに行政改革大綱を組み上げ、実行にあたっての段取り及び役割分担を定

めた実施計画を策定した上で、怯むことなく着実に実践し、適宜適切な進捗管理を行うこ

とを求めます。また、場合によっては積極的な内容修正も必要と考えます。 

本市の将来は、本市に関わる一人ひとりの日々の行動にかかっています。第６次行政改

革を強力に推進し、このまちが「あるべき姿」に一歩一歩近づいて行くことを期待します。 

 

 

   田川市長 二 場 公 人  殿 

                                 

平成２８年１１月３０日  

 

田川市経営評価改革推進委員会委員長 

兼 改革推進小委員会小委員長 

       神 谷 英 二 
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２ 現状と課題について 

 ⑴ 現状分析 

   平成２４年度から２８年度までを計画期間とする第５次行政改革は、「経営の質」の向

上をそのタイトルで謳っている。当時、「役所の行政改革大綱が経営の質の向上か」と驚

かれたこともあった。しかし、確かに仕事の質は少し良くなり、基金も僅かに積むこと

ができている。 

第５次行政改革開始時点のガバナンスの状況や全体的なスキルから見て、難易度の高

い改革事項が成功する可能性は決して高くないと考えていた。また、財政的にも厳しい

状態が続くことも予想したところであった。しかしながら、新市長のもと、新たなごみ

処理施設の広域化等、体制刷新に伴う良い動きも見られるようになり、また、僅かずつ

ではあるが、職員の仕事の質も変わってきているように見受けられる。 

様々な事業をやめて役所が楽になるというのは、行政サービスのあるべき姿ではない

し、行政改革でもない。行政改革とは、無駄なものを削り、当然やるべきことはやりな

がらも、将来のまちづくりに向けた投資が、当然のものとして行われている状態にする

ことである。それに加えて見える形でしっかりと財政的に良い状況とする必要もあり、

これまでの努力で向上した質をベースとし、組織としての成長を経て、次のステップに

移ろうとしているのが現在である。そうした現状認識のもと、今後必達すべき改革事項

に焦点を絞り、本気で取り組むべきである。 

第６次行政改革大綱に盛り込む案件の検討に際し、本市の事務事業や歳出額について、

過去の実績から将来の見込みまで長期的かつ俯瞰的に分析した。 

現在の本市の財政状況は、国県補助に係るルール変更、大規模プロジェクト、公共施

設の維持管理に係る後年度負担等、いくつもの不安定要素を抱えている。将来にわたり、

安定的な財政運営を担保できているとは言い難い。 

また、増え続ける扶助費、毎年同額が支出される負担金補助及び交付金や委託料、効

果が薄れたり、対象者が減少していたりするにもかかわらず、漫然と続けられている多

くの事務事業の存在は、本市の将来を不透明なものにしている。 

国は、平成２７年６月３０日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針 2015～

経済再生なくして財政健全化なし～」（骨太方針）において、 

自治体については、自治体間での行政コスト比較を通じて行政効率を見える化し、自

治体の行財政改革を促すとともに、例えば歳出効率化に向けた取組で他団体のモデルと

なるようなものにより、先進的な自治体が達成した経費水準の内容を、計画期間内に地

方交付税の単位費用の積算に反映し（トップランナー方式）、自治体全体の取組を加速

する。集中改革期間において、早急に制度の詳細を具体化し、導入時期を明確に示すと

ともに自治体に準備を促す。 
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としている。これは、国が地方財政計画を立てる上で地方の歳出を削り、国の地方への

支出を減らすために、行政改革の進んだ上位団体の数値を基準とし、それを超える部分

の地方交付税は交付しないとする「トップランナー方式」が採用されたということであ

る。すでに本市にも影響が及んでいるが、国は段階的に同方式の範囲を拡大していくこ

ととしており、今後ますます影響が大きくなることが予想される。 

これを踏まえると、固定的な歳出が多くの割合を占め、公共施設が多く、自主財源の

少ない本市のような自治体は、基本的な考え方と仕組みを変えなければ将来的に立ち行

かなくなる危険性が高いと判断できる。扶助費は急に減るものではなく、逆に徐々に増

え続けて今や約８０億円を超えている。国県の補助はあるものの、市の負担割合を少し

変えられただけで、本市の財政が瞬く間に悪化するということも将来的には懸念される。 

したがって、今回の行政改革は、そういったいかなるリスク要因や環境の変化に遭遇

したとしても、それに耐えうる仕組みをしっかりと築き、将来のための礎にするという

ことを最大の使命にすべきと考える。 

なお、本市でよく話題になる過疎債にも限度枠があることには、常に意を用いるべき

である。また、残高の多い特定目的基金を他の目的に流用すればよいとの議論もあるよ

うだが、基本的な財政運営ルールから逸脱しており、財政運営上あり得ない話である。 

   さらに、こうした難局を乗り切るには市町村合併が必要との声も聞かれる。しかし、

平成の大合併の後、国は基礎自治体の合併を積極的に推進する方針を示してはいない。

現在、国は連携中枢都市圏や定住自立圏の形成を強力に推進し、それらを形成した自治

体に対して積極的に財政的措置を行っており、市町村合併ではなく、広域行政による事

務事業の効率化と質の向上を重視していると考えられる。 

 

⑵ 課題の提示 

  ア 財政運営上の指針 

    そもそも行政改革自体は手段であり、その主要な目的は将来にわたる財政の安定を

担保することにある。 

本市においては、これまで、「財政見通し」という形による将来推計が定期的に行わ

れている。しかし、それを踏まえた指針や考え方が示されることがないまま、行財政

運営が行われてきた。言わば、目的地がはっきりしない舟をただ闇雲に漕いできたと

いう状態であった。 

   

イ 目的、目標に沿った事業の新陳代謝 

「サービス対象者が１０人、２０人しかいない」「一部の団体しか関わっていない」

という自治事務が、見直されることなく続けられていると思われる。実際には、あま
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り使われていない事業もある。 

自治事務の使命は、第５次総合計画の後期計画、市長マニフェスト、地方創生総合

戦略等に掲げられた目標を達成することである。当然ながら過去から続けてきたから

今後も続けるという性格の話ではなく、目標達成に寄与しない事業は、もはや仕事で

はなく単なる無駄とみなすべきである。 

しかしながら現実的には、事業の廃止又は削減等を行う場合、利害関係者への対応

に係る忙殺が懸念されることもあり、事務事業の新陳代謝が進まず、効果の薄い事業

や対象者が減少した事業も、いつまでも残っている状況となっている。 

一方で、新たな事業については、時代の変化や新たなニーズの発生に伴い、比較的

容易に追加される傾向が伺え、その結果、事業の総量は減らずに増えるだけの構図と

なっている。 

これでは当然ながら事業費が財政を圧迫するし、増える一方の業務量が職員の疲弊

を招いて人員総数の増加にもつながり得る。そういう状況が更なる財政状況の硬直化

を招くという悪循環に陥っている。 

自治事務に係る事業費は変動費である。しかし、人件費は４０年以上も続く固定費

であり、この固定費を適切な水準に抑えることが財政安定化の第一歩である。また、

固定費ではないとは言え、本市は非正規職員数が非常に多い。これは費用面に留まら

ず、非正規職員が担う業務に係るノウハウが内部に蓄積されない可能性が高く、人の

入れ替えに伴い、業務の質の低下を招くというリスクを孕んでいる。 

 

ウ 将来を見越した先行投資の考え方 

   この地域は若年層の失業率が高い。不登校や引きこもりの方もかなり多い。現在、

親の年金等で暮らしている引きこもりの方は、将来的に生活保護を受ける可能性が高

いと言わざるを得ない。 

また、本市は公営住宅が多い。人口ビジョンをもとに分析すると、本市の人口減少

はそれほど急速ではない。しかし、郡部は公営住宅が多くないこともあってかなりの

割合で人口が減少しており、その多くが本市に転入している。今後もこの傾向は続く

と思われる。そのなかには、公営住宅に入るため、かつ生活保護を受けるために郡部

から本市に転入されるという方も一定数含まれるものと推測される。 

したがって、いまのところ扶助費の増加に歯止めをかけられる見込みはない。 

また、昨今、行政区の加入率は減少傾向にあり、将来的な下げ止まりが期待できる

ような状態にもないことから、防災や見守りといった共助の取組を安定的に行うこと

が困難になりつつある。 

これらはあくまでも一例である。本市では早急に予防的な対策を行わなければ、将
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来取り返しのつかない状況になりかねない行政課題が山積している。 

このような現状分析に基づき将来を予測するシナリオを作成し、それを踏まえて早

い時期に先行投資を行い、将来負担の軽減を図るといった考え方が欠落している。 

   

エ 業務遂行方法の確立 

    本市の職員は、他の自治体職員と比較するとモティベーションが低めで、おとなし

いという印象を受ける。また、そもそも市民のために仕事をするという理解が薄いと

思われる業務のやり方も散見される。 

市民の将来のため、どういうことを、どのような協力体制により、誰が何を、いつ

までにという、当然の議論が職場で行われ、進捗管理をし、結果を踏まえた振り返り

が日頃から行われていれば、成果も次第に上がり、職場のモティベーションも向上す

る。しかし、残念ながら、まだそういった業務遂行方法が確立されているような状況

ではない。 

ただ、平成２８年度から開始された「方針管理」の取組は、市長の経営方針を達成

するために部長の経営方針を定め、その達成のために課長の経営方針を定め、進捗管

理を行うというものであり、目的意識の醸成やマネジメントの促進につながり得るも

のである。これに本気で取り組めば、全体的な業務の質や成果の向上が確実に期待で

きる。 

 

３ 目ざすべき姿について 

  行政改革が達成されている状態とは、現状に満足せず、将来的な目標を定めた上で日頃

から組織全体で前向きに業務に取り組み続けているということを指す。 

この考えに基づき、行政改革に資する取組及び成果に係る以下の状況が、日常的に至る

所で見えるようになっているということを本市行政運営における目ざすべき姿として提言

する。 

本市行政運営における目ざすべき姿 

⑴ トップランナーを目ざした取組が行われ続けている 

⑵ 事業及び予算の新陳代謝が行われ続けている 

⑶ 先行投資により後年度負担が予防されている 

⑷ 事業の遂行方法が構築されている 

  により、 

⑸ 経常収支比率が改善されている 

⑹ 基金積立目標額が達成されている 

 といった管理指標の達成状況が常に見えるようになっている 
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４ 今後の取組について 

  以下は、これまでに見てきた課題に基づく今後の方向性及び取組の例示である。もちろ

ん、その他の取組でも同等以上の効果が見込まれるのであれば、是非行っていただきたい。 

 

 ⑴ トップランナーを目ざした取組の実施 

「トップランナーを目ざす」との目標を定め、将来的な経常収支比率や基金積立額等

に係る目標を定めた上で、規律ある財政運営を行うべきである。 

将来にわたる財政安定を担保するための１０年程度先の財政運営指針を目標として掲

げ、その達成手段として行政改革大綱を位置付け、進捗管理を行うことにより実行と実

効性を担保すべきである。 

また、これに基づき、新規事業を追加する際や大規模事業に係る前提条件が変更され

る際には、トップランナーとの比較及び財政運営指針におけるシミュレーションをその

つど行った上で、実施の可否が判断されるといった、事業選択の仕組みを構築して行政

運営を行うべきである。 

その実現のためには、「枠配分予算方式」が有効であり、財政の厳しい自治体の多くが

すでに導入している。総合計画の施策ごと、部局ごと、支出科目ごと等の考え方により

枠を設定し、個々の枠に管理目標値を置くことで危険領域に達した場合に警報が鳴り、

即座に対応できるといった予算全体を管理する手法である。その中で、「トップランナー

又はそれに近くなるまでの間」、「財政危機に陥る危険性が回避されるまでの間」、「補助

金等における運営費補助から事業費補助に移行するまでの間」といった期間を限定して

予算の一律削減等にも取り組むべきである。 

また、本市は人口２０万人規模に相当する公共施設を有すると言われてきた。当該施

設に係る維持管理費が過大であるとトップランナー方式の中で認定され、すでに地方交

付税への影響が生じていることが推察される。 

現在、本市の人口は５万人を割っており、郡部を含めても１３万人に満たない。さら

に、2040 年には、本市の人口は 39,296 人、田川市郡全体で 93,997 人まで減少すると予

想されている（国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』平成２５

年３月推計）。これを踏まえれば、郡部が有する施設までを含めると、異常な状況と言わ

ざるを得ない。ごみ処理場及びし尿処理場等の建設をはじめとした、広域連携と共同化

に向けた一連の流れの中で将来の人口規模に見合った公共施設の適正規模についての検

討を始め、削減に向けた方向性を見定めるべきである。 

   

 ⑵ 事業及び予算の新陳代謝 

旧産炭地はかつてからの流れで、行政が担当している自治事務が非常に多い。本市も
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その例に漏れず、膨大な量の仕事を市役所が行っている。これをかなりの部分、削り込

む。やめる。あるいは内容をもっとシンプルにするといった取組が必要である。 

本市の人口減少傾向を踏まえた上で、事業選択と人的資源配分を行う必要がある。例

えば１０年程度先において、現在と比較して、１課１人程度の正規職員を削減したとし

ても、職場を回すことができる水準へ向けて、業務量の削減を以下のような観点で進め

るべきである。また、これとあわせて業務の質を担保した正規職員数と非正規職員数の

バランス調整、正規職員数の年齢的なムラの解消、職員のスキル育成等も進めるべきで

ある。 

 

ア 事業を削る、やめる、シンプルにする 

財政破たんを招くことなく、自治事務の使命である第５次総合計画等に掲げる目的、

目標を達成するためには、部分的な利益ではなく全体的な利益を優先して全体最適を

めざすべきである。具体的には、各事業の対象となる市民の方だけを見るのではなく、

それ以外の市民の方のニーズや考えも踏まえて、バランスを取った税金の使い方をす

べきという意味である。 

したがって、「第５次総合計画等の目的に沿っていない」、「事業対象者が少ない等の

ために目標達成に係る寄与度が低い」、「対象外の市民を勘案すると対象者一人あたり

の事業費が多い」といった事業は、内容や事業費を削り込む、対象者による自主運営

に移行する、役目が終わったとの認識のもとに事業を終える等の対応をすべきである。 

 また、現に民間で実施している場合、あるいは、民間でも実施できるものを行政が

行っている場合は、直営廃止、民間委託等の取組を進めるべきである。 

 特に幼児保育分野は、現在、いずれの施設も定員を充足できているが、出生数の推

移を見ると、近い将来、定員に満たない保育施設が増加していくことが危惧される状

況となっている。そうなると公立保育所が民間の経営を圧迫するという事態を招くこ

とになる。 

したがって、今後は、公は民ができないような一時保育、病児病後児保育、発達障

害児保育等に特化する方向で公と民のすみ分けを進めていくべきである。 

また、市営住宅の管理は、市が出資した住宅管理公社に全て任せており、年々委託

料が増加している。業務としては不動産管理であり、基本的には民による遂行が十分

に可能である。今後の人口減少に伴い、仕事の減少が見込まれる地元企業に委ねる方

向にシフトする等の検討を開始すべきと考える。 

これらに加えて、前述のトップランナー方式の中で定められている民間委託等の対

象業務については、財政の安定化のためにも推進すべきである。その場合、正規職員

に余剰が発生することも考えられる。しかし、現に民間委託している簡易な草刈業務
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や水路浚渫等の委託業務を直営に戻すことで、委託料削減をもって当該正規職員分の

人件費を吸収するという、再バランス調整等もあわせて行うべきである。 

負担金補助及び交付金に関しては、すでに適正化方針を定め、補助対象経費及び補

助率の適正化、団体運営費補助から事業費補助への移行、補助対象者の要件の厳格化、

サンセット方式の推進等が今後進められるものと聞いている。 

以前、主な補助金等の検証作業を行った。この中で、本市から補助金等を受けてい

る団体が数億円規模の内部留保を所有しているというケースがあった。このこと自体

は、補助金等交付のルールに反するものではない。だが、税金の使い方としては疑問

の余地がある。また、そもそも「足りない部分を補助、補填する」というのが補助金

等に係る本来の趣旨であり、決して内部留保として積み上げることを目的とするもの

ではないことは言うまでもない。 

こういった案件は他にも存在すると思われる。上記の補助金等適正化方針に基づき、

先方団体の財務状況を把握し、市民感情を踏まえ、十分な趣旨説明を行いつつ使途を

限定した上で不要な部分は削り、団体運営費への補助から事業費への補助へ転換して

いくといった取組を進めるべきということを改めて申し上げる。 

 

イ 事業や事務をまとめる 

    業務を細かく分け過ぎると、スケールメリットが働かずに無駄が生じ、費用や業務

量が増えてしまい、結局、その組織は自分で自分の首を締めてしまうことになる。 

  しかし、本市においては目的が同じであるのに別々の事業となっているケース、  

同一事業の中であっても相手方に合わせて別々の手法を採用しているケースや細か 

過ぎる分割発注を行っているケース等が散見される。 

例えば、市内のバス路線は、西鉄バスと市のコミュニティバスの２つで運営されて

いる。西鉄バス路線の赤字負担金は年々増えている。コミュニティバスを持たない  

自治体であれば、やむを得ないとの考えもあろう。しかし、本市はすでにコミュニ  

ティバスを運行しており、それにもかなりのお金を使っている。非効率であるとの  

印象を受ける。 

上記の例に限らず、まとめると市民サービスの水準は落ちずに安価におさまると考

えられるケースは、伝票作成、契約事務等の事務レベルまで広げれば、相当数にのぼ

るものと推察される。したがって、事業費のみでなく事務のやりやすさの観点も含め

た検証を各職場で行い、より安価で業務負荷が軽減される方向に改善すべきである。 

 

 ⑶ 先行投資による後年度負担の予防 

   財政の安定化のためには、いわゆるトータルコストの考え方に基づき、目先ばかりを
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追うことなく、事務事業や公共施設の開始から終わりまでの間において、いつの段階に

いくらの費用を掛けることで、全体の費用を抑えるといった考え方をあらかじめ定める

必要がある。そのために、以下に例示する観点に基づく取組を進めるべきである。 

   

ア 生活保護費について 

これまでも様々な工夫により低減に取り組まれている。しかし、雇用創出の取組も

含めて、もう少し減らすための取組を進めなければ、若年層の失業者や引きこもりと

いった新しいタイプの生活保護が、この先の財政状況に更なる厳しさをもたらすもの

と考える。 

相談や支援による就労の実現、過剰な医療費の抑制といった現状への対処ももちろ

ん必要である。それに加えて、クラウドファンディング等の寄附の仕組みを活用し、

まなび塾を各校区に拡大した上で、就学支援事業との連携を構築する等の学力向上に

係る先行投資の取組強化により、後年の生活保護費増大リスクの抑制を図るべきであ

る。 

  

  イ 行政区について 

人口が減り、空き家が増えても、安全安心で住みやすいまちであり続けるためには、

市役所にとって行政区の存在や活動は欠かせない。しかし、加入することのメリット

の曖昧さや高齢者の脱退等により、現在の行政区加入率は７割を切る状況となってお

り、自主防災や見守りといった、共助として地域にお願いしたい分野の将来が危うく

なっている。 

そこで、まずはすでに始めておられる高齢者脱退防止の啓発を強力に進め、その次

には地域担当職員制度に取り組むべきである。行政区の活動は、頑張る方がいる地域

と、そうでない地域で差が開いている。地域担当職員を置いて常に現状把握を行えば、

地域間のバランスもとれるし、早期の問題発見と対策実施も可能となる。また何より

も職員の人材育成につながる。 

現在の区長業務は、地元要望に伴う行政機関との折衝、地域内におけるトラブルの

仲裁等であり、大変な激務と推察する。この負担を減らさなければ、区長になる方が

いなくなることが懸念される。 

市役所内の行政区とのつながりがある機能を安全安心まちづくり課に集約した上で、

必要な人数の地域担当職員を置いて窓口的な役割とし、新たに行政区長になった方に

基本的な研修や日頃からの相談を行うべきである。また、脱退者も少なく、日常の活

動も順調な行政区もあることから、そのノウハウを整理した上で広く市内全域に示し

ていくことも必要である。 
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  ウ 小学校について 

本市は、幸いにも子どもの減少傾向は極端ではなく、複式学級になるほど厳しくは

ない。しかし、１学年に１クラスしかない学校がいくつもある。 

文部科学省のガイドラインでは、通学距離は４㎞圏内とのことであるが、基準が  

小学５年生となっていることから、広範囲での学校統合は、特に低学年の児童に係る

通学の不安がある。 

ただし、多様な子ども達と出会え、様々な形で一緒に活動や勉強をすることは高い

教育効果が期待できる。中学校を言わば本校とし、複数の小学校を分校とする施設  

分離型の義務教育学校は、今後有力な選択肢の一つである。 

子ども達が動く際も、教育委員会用のバスを用意すれば、本市の場合、距離的に  

それほど困難ではない。日常的に子ども達が通うのは今の小学校で、帰りもその学校

から家へ帰る。しかし、日常的な活動は本校である中学校へ行くこともあれば、他の

小学校に行って一緒に勉強することもできる。新中学校創設の方向性が示された今、

次に小学校について将来に向けたこうした検討を進めることが必要である。 

 

⑷ 事業遂行方法の構築 

   第５次行政改革大綱も含め、本市のあらゆる計画が、その着実な進捗を担保する機能

を有していない。 

今後は、適切な進捗管理を行うために、本市のあらゆる計画類に「実施計画の工程表」

を必ず添付するものとし、部署内における「工程会議」を定期的に実施した上で計画の

遅れ進みを確認し、遅れていれば挽回方策を協議した上で実施するといったことを  

「見える化」できるようにルール化すべきである。 

また、「調達・購買」の際に契約額を適切な水準におく機能が構築されておらず、市場  

価格に沿った価額による業務遂行を担保しているとは言い難い。この状況を大きく改善

すべく、これまでも職員研修を実施してきたところである。 

今後、「見積精査・交渉業務」担当部署を定める、「調達・購買」ガイドラインを整備

した上で定期的な研修を行う等の取組を行うべきである。 

いずれにしても、平成２８年度に導入した方針管理の取組に基づき、質の向上を図り

つつ、皆で協議しながら必要な改善や見直しを続けるべきである。 
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５ おわりに 

  本答申では、本市の現状を踏まえて、将来に向けて目ざすべき姿及びそれに基づく取組

を提言しました。その実施にあたっては、適切な推進体制を構築した上で定期的な進捗  

管理を行い、実行を担保することを求めています。 

本市では、大企業の第一線で働いて来られた方による業務遂行方法に係る定期的なアド

バイスや「方針管理の見える化」といった、近隣の自治体では例を見ない優れた仕組みが

すでに導入されています。 

本市ではマネジメントサイクル作りが比較的進んでいます。これからは職員の皆さんが

「本気でやる」ことで、はじめて将来のまちがあるべき姿に近づいていくと考えています。

このあるべき姿とは、皆で議論する中で、多くの案を出しながらそれを見える化し、行動

することで無駄がなくなり、業務工数の削減や業務の質の向上につなげることができる組

織になるということです。 

  地方自治法第２条第１４項において、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、

住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければ

ならない。」と規定されています。前述のあるべき姿は、この規定そのものと考えます。 

  この答申は、特別難しいことを提言しているわけではなく、当然行うべきものを示しま

した。はじめは上手くできなくても、諦めずに続ければ必ず成果が出るようになります。

そして、さらに粘り強く続けることで、当然と思えるレベルも上がり続けます。 

わたくしたちは、皆さんの「本気」に期待しています。  
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田川市経営評価改革推進委員会設置条例 

平成２４年７月３日 

条例第１７号 

(設置) 

第１条 社会情勢の変化に対応した簡素で効率的な手法により総合計画に掲げた本市の将来

像を実現するため、田川市経営評価改革推進委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

(任務) 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項について、調査審議する。 

⑴ 総合計画の推進及び進捗管理に関すること。 

⑵ 行政改革の推進及び進捗管理に関すること。 

⑶ 行政評価の推進及び進捗管理に関すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、設置目的達成のため必要と認める場合は、市長に

対して助言することができる。 

(組織) 

第３条 委員会は、１０人以内で組織する。 

２ 委員は、市政について優れた識見を有するもののうちから市長が委嘱する。 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会に、委員長を置き、委員の互選によりこれを定め、副委員長は委員長が指名

する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、委員長の職

務を代理する。 

(会議) 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

(委任) 

第６条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２４年７月１０日から施行する。 

(田川市行政改革推進委員会設置条例の廃止) 

２ 田川市行政改革推進委員会設置条例(平成７年条例第１号)は、廃止する。 
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田川市経営評価改革推進委員会設置条例施行規則 

平成２４年７月４日 

規則第１６号 

(設置) 

第１条 この規則は、田川市経営評価改革推進委員会設置条例(平成２４年条例第１７号。以

下「条例」という。)の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(委員) 

第２条 委員の任期は、５年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会議) 

第３条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

(小委員会) 

第４条 委員会は、必要に応じ小委員会を設置することができる。 

２ 小委員会は、委員長が指名する委員をもって組織する。 

３ 小委員会の運営について必要な事項は、委員会が別に定める。 

(資料等の提出) 

第５条 委員会は、諮問事項の調査又は審議に必要な資料又は説明を市長に求めることがで

きる。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規則は、平成２４年７月１０日から施行する。 

(田川市行政改革推進委員会設置条例施行規則の廃止) 

２ 田川市行政改革推進委員会設置条例施行規則(平成７年規則第５号)は、廃止する。 
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田川市経営評価改革推進委員会改革推進小委員会委員名簿 

 

平成 28 年 4 月 1 日現在 

氏名 役職 主な行政関係経歴 所属 任期 

神谷 英二 小委員長 

田川市行政改革推進委員会会長 

香春町行政改革推進委員会会長 

直方市総合計画審議会会長 

直方市行政改革推進委員会会長 

福岡県立大学 

人間社会学部教授 

Ｈ24.7.10 

～Ｈ29.7.9 

横道 秀美 委員 
田川市行政改革推進委員会委員 

田川市総合行政アドバイザー 

元トヨタ自動車 

九州㈱次長 

Ｈ24.7.10 

～Ｈ29.7.9 

兒島 孝司 委員 
田川市第５次総合計画策定審議

会委員 

田川市区長会 

常務理事 

Ｈ24.7.10 

～Ｈ29.7.9 

嶋津 亮彦 委員 
田川市第５次総合計画策定審議

会委員 

元田川青年会議所 

理事長 

Ｈ24.7.10 

～Ｈ29.7.9 

柳井 妙子 委員 

田川市人権の街づくり事業推進

委員会副委員長 

田川市情報公開・個人情報保護

審議会委員 

地域産業保健セン

ター田川支部 

Ｈ24.7.10 

～Ｈ29.7.9 
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審議経過 

 

回数（開催日等） 審議事項等 

第 1 回 

（５月１９日（木）） 

・第６次行政改革大綱（諮問） 

・第５次行政改革大綱に係る進捗報告 

・市財政の状況及び「長期財政見通し」 

・今後の審議事項 

・次回日程 

第２回 

（６月１７日（金）） 

・生活保護の動向について 

・人件費及び職員（正規・非正規）のあり方 

・次回日程 

第３回 

（７月２２日（金）） 

・補助金のあり方 

・委託料のあり方 

・第５次行政改革大綱に係る積み残し案件 

・次回日程 

第４回 

（８月１９日（金）） 

・行政区のあり方 

・小学校のあり方 

・保育所等のあり方 

・次回日程 

第５回 

（９月１６日（金）） 
・まとめ 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


